










（ 続紙 １ ）                             



































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
準共有状態にある株式の権利行使の仕方について規律する会社法106条は、同族
会社において大株主が死亡し、その共同相続人間で株式の権利行使に関して争い
が生じた場合にも適用される。しかし、会社法106条の趣旨は、共有に関する民法
の規律との関係も含めて十分に明らかにされているとはいえず、裁判所も対応に
苦慮しているように思われる。本論文は、同族会社における事業承継を視野に入
れつつ、準共有状態にある株式の権利行使に関する規律の在り方を検討するもの
であり、特に次のような点で学術的に大きな意義が認められる。 
 第1に、本論文は、この問題に関する先行研究が会社法106条の立法趣旨を明ら
かにしないまま、ややもすれば同族会社における事業承継の在り方に関する論者
の直感に頼った議論をしがちであることを指摘したうえで、会社法106条の趣旨お
よび同規定と共有に関する民法の規定との関係を明らかにしつつ事業承継の観点
から望ましい規律を探るという研究の目標を設定し、これを資料の丹念な読解と
緻密な分析、さらには著者の優れた論理力により、高い完成度をもって成し遂げ
た。47万字以上の大著でありながら、冗長さを感じさせない本論文の構想と論理
的展開は実に秀逸である。 
 第2に、本論文は、とりわけ会社法106条の趣旨の解明にあたり、先行研究では
断片的にしか紹介されていなかったドイツ株式法・ドイツ有限会社法の関連規定
とそれを巡る議論を網羅的に紹介したほか、先行研究では全く触れられることが
なかった会社法106条の前身となった規定に関する議論を明治期の立法資料にまで
遡って明らかにした。粘り強い探索によって渉猟された比較法資料や立法資料は
会社法106条の趣旨に関する著者の論証に説得力を与えるとともに、本論文の資料
的価値をもおおいに高めている。 
 第3に、本論文は、実際に生じうる共同相続人間の紛争を解決するための規律と
して、各準共有者が株式の議決権を不統一的に行使することを認めるべきである
との解釈論を提示し、これを会社法・民法の規律の目的論、法の経済分析の視
点、さらには戦前から1960年代にかけての古い会社法理論をも参照しながら、多
様な観点から説得的に根拠づけた。 
 これらの点を勘案すれば、本論文が、会社法106条の規律に関する議論の理論的
到達点をなし、この分野の研究者が今後必ず参照すべき必須文献となることは明
らかである。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいもので
あり、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認め
られる。また、平成30年1月25日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問
  
を行った結果合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
